
社会総がかりでつくる子どもたちの未来

３令和５年５月２３日（火）２
日（土

令和５年度第１回米子市版コミュニティ・スクール推進協議会（学校運営協議会準備会）

西部教育局社会教育担当

田中 恒治

～コミュニティ・スクール（CS）と地域学校協働活動の一体的推進について～
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学校の理解（管理職、教職員等）
保護者の理解（ＰＴＡ等）

地域の理解（地域住民、自治会、学校支援者等）

教育委員会（事務局）の理解と支援

児童生徒の理解

本日の話・ねらい

ねらいの明確化と情報の共有

よりよい
学校・家庭・地域の
連携・協働をめざして

〇はじめに
１ 今、なぜ、学校と地域の連携・協働が求められているのか
２ コミュニティ・スクール（ＣＳ）について
３ 地域学校協働活動（地域学校協働本部）との一体的推進について
〇おわりに



令和４年５月１日現在

◀努力義務化

◀CS制度化

はじめに



はじめに
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コミュニティ・スクール
（令和５年３月現在）

小・中・義務教育学校 ７９．８％
県立高等学校 １００％
県立特別支援学校 １００％

各地域での取組を充
実させていくために・・
県の事業
（１）財政支援
（２）人材育成
（３）情報発信
（４）伴走支援

はじめに



【米子市の目指す教育基本理念】
～米子市教育振興基本計画～（令和４年度～令和８年度）

ふるさとに学び 未来へつなぐ
学ぶ楽しさのあるまち米子

■基本目標

１心を育む学びのあるまち

２学ぶ楽しさのあるまち

３郷土で育む学びのあるまち

４健康で安心して学べるまち

⇒米子市版コミュニティ・スクール

各学校の基本方針

はじめに
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学校を核とした
地域づくり

地域とともにある
学校づくり

「社会に開かれた教育課程」
よりよい学校教育を通して
よりよりよい社会をつくる

１ 今なぜ、学校と地域の連携・協働が求められているのか



学校と地域の連携・協働を進めるために

学校や子どもたち、地域が抱える様々な課題

⇒学校だけに任せるのではなく、地域全体で解決を図る必要がある。

⇒学校と地域がお互いに「当事者」となり、目標や課題を共有し、協議すること

協議・熟議する場（テーブル）が必要

学校と地域をとりまく課題解決のための仕組み⇒コミュニティ・スクール

１ 今なぜ、学校と地域の連携・協働が求められているのか



コミュニティ・スクール(CS）とは・・・

学校と地域が知恵を出し合い、力を結集して、「自分たちの学校」

をよりよいものにしていくための仕組み。

このことを通じて、子どもたちの未来、地域
の未来を創っていく。

学校もよくなる！

２ コミュニティ・スクールについて～



*** CORPORATION *** CORPORATION

コミュニティ･スクールとは、

「学校運営協議会」を設置している学校のこと。

「学校運営協議会制度」は法律に基づく制度で、主に３つの機能を持つ。

教育委員会が、学校や地域の実情に応じて学校運営協議会を設置
＝学校の運営に関して協議する機関

○校長が作成する学校運営の基本方針の承認をすること（必須）

○学校運営について、教育委員会又は校長に意見を述べることができること

○教職員の任用に関して、教育委員会規則に定める事項について、教育委員会
に意見を述べることができること

【地方教育行政の組織及び運営に関する法律 第４７条の５ 】

合議体
教育委員会
の下部組織

個人の意見に
左右されない

委員は特別職の非常勤公務員＝守秘義務

校長とともに一定の権限と責任を持って学校運営に参画

２ コミュニティ・スクールについて～



*** CORPORATION

学校運営協議会

保護者・ＰＴＡ

地域住民

公民館長

民生児童委員

校長

地域連携担当教職員

地域学校協働活動推進員
（地域コーディネーター）

学識経験者
副校長・教頭

辛口の友人

２ コミュニティ・スクールについて～

委員：教育委員会が任命
（特別職非常勤の地方公務員）
※校長は、任命に関して意見の申出ができる



*** CORPORATION

地域と学校の
役割分担

ふるさと
キャリア教育

防犯・防災 学力向上

教員の
働き方改革

教育ビジョン
学校運営への
必要な支援

育てたい
子ども像

学校運営に
関すること

生徒指導

信頼や納得に基づく

協議・熟議の場

生活習慣

地域課題
解決学習

etc
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２ー① 制度の説明～コミュニティ・スクールについて～



「学校運営の基本方針とは？方針の承認とは？」

「学校運営の基本方針」を承認するとは・・

校長が作成する学校運営の基本方針をもとに、これからの未来を
担う子供たちに必要な教育は学校だけで行うものではないという
前提に立ち、課題や目標、それぞれの役割に関する共有・協議・修正
を繰り返しながら、話し合いによる承認を行うこと
（共育目標の創造）。
また、その目標に向けて必要なヒト・モノ・カネに関する方向性を決
めること（マネジメント）。

「OK」 ではなく 「Let’s」

２ コミュニティ・スクールについて～



●不登校、いじめ、学力など、学校が把握している「問題」「課題」の共有
●これからの社会において必要な資質能力の共有
●家庭、地域が日頃感じている「問題」「課題」の共有
●家庭、地域が思う、子どもにどういう風に育って欲しいかという「ニーズ」、 そして「想い」の共有

「学校運営の基本方針とは？方針の承認とは？」

課題やニーズ、必要な資質能力等を踏まえた「目指す子ども像」の共創

目指す子ども像の実現に向けて、学校が行うこと（教育課程）を方針として明確
にし、ここに、家庭が行うこと、地域が行うこと、 さらには、協働して行うこと
（教育課程内外問わず）を確認し合い、これらの活動を支える重要な要素、ヒト
（組織、人事等）・モノ（施設等）・カネ（学校予算、学校徴収金等）の方針も決めて
いく。必要があれば正式に意見具申する。

信頼・信任

当事者意識

協働：立場の異なる人たちが、同じ目的のために
対等な立場を目指して協力して共に働くこと地域学校協働活動

２ コミュニティ・スクールについて～



具体的な権限を有し
学校運営に参画

地教行法に位置づけ

コミュニティ・スクール

組織的・継続的な体制の構築

当事者意識・役割分担

コミュニティ・スクールの主なメリット

基本方針の承認 目標・ビジョンを共有した協働活動

学校と地域とが、共通の目標等を共有し、その達成にむかって、
ともに前進している実感によって、学校はよりよく発展していく。

持続可能性

社会総掛かり

・保護者や教職員からの反対意見に応えるお墨付き
・理不尽な要求を地域や保護者の視点で取捨選択する

・トラブルに対して、学校の味方や代弁者になる

２ コミュニティ・スクールについて～



*** CORPORATION３ コミュニティ・スクールと地域学校協働活動との一体的推進について

地域学校協働活動とは
幅広い地域住民や団体等の参画を得て、地域全体で子どもたちの学びや成長を支えると共に「学校を核
とした地域づくり」を目指して、地域と学校が相互にパートナーとして連携・協働して行う様々な活動
（社会教育法第5条第2項）



*** CORPORATION

検討
協議

協働

×
学校づくり⇔地域づくり

３ コミュニティ・スクールと地域学校協働活動との一体的推進について



*** CORPORATION
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地域の人々に
とっての魅力

保護者に
とっての魅力

教職員に
とっての魅力

子どもに
とっての魅力

○子どもたちの学びや体験活動が充実します。
○自己肯定感や他人を思いやる心が育ちます。
○地域の担い手としての自覚が高まります。
○防犯･防災等の対策によって安心･安全な生活ができます。

○地域の人々の理解と協力を得た学校運営が実現します。
○地域人材を活用した教育活動が充実します。
○地域の協力により子どもと向き合う時間が確保できます。

○学校や地域に対する理解が深まります。
○地域の中で子どもが育てられているという安心感があります。
○保護者同士や地域の人々との人間関係が構築できます。

○経験を生かすことで生きがいや自己有用感に繋がります。
○学校が社会的つながり、地域のよりどころとなります。
○学校を中心とした地域ネットワークが形成されます。
○地域の防犯･防災体制等の構築ができます。

18

コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の取組で得られる魅力

３ コミュニティ・スクールと地域学校協働活動との一体的推進について



*** CORPORATION

膝をつき合わせて意見を交わす関係

３ コミュニティ・スクールと地域学校協働活動との一体的推進について

「熟議」



*** CORPORATION

当日行った「熟議」のテーマは

子どもたちが

「自ら机に向かう習慣を身につける」

ために学校・家庭・地域ができることは？

３ コミュニティ・スクールと地域学校協働活動との一体的推進について



*** CORPORATION

大人が学習する
機会を設ける

魅力ある授業を
展開する

↓最も多かった意見↓

↓地域住民から出ていた意見↓

保護者同士で熟議をさせ
てみては？

今度
できそう

すぐ
できそう

もっと
協議

３ コミュニティ・スクールと地域学校協働活動との一体的推進について



①学校と地域の人々が「協働」して活動すること

②関係者が当事者意識をもって「熟議（熟慮と議論）」を重ねること

熟 議

学校と地域の信頼関係の基礎を構築
した上で、学校運営に地域の人々が
「参画」し、共有した目標に向かっ
てともに「協働」して活動していく
ことが大切です。

協 働

＜地域とともにある学校の運営において大切なポイント＞

学校と地域の人々が相互理解や信頼をふかめることが重要！！

おわりに

関係者がみな当事者意識を持ち、子ども
たちがどのような課題を抱えているのか
という実態を共有するとともに、地域で
どのような子どもを育てていくのか、何
を実現していくのかという目標・ビジョ
ンを共有するために「熟議（熟慮と議
論）」を重ねることが大切です。



ご清聴ありがとうございました。

子どもは、我々大人が未来を
託す、次のランナー！

人づくり・地域づくりの好循環を作り出し、
子どもたちに未来を託していきましょう！！

コミュニティ・スクールの可能性は無限！



《参考資料》

全国の取組事例



≪参考資料１≫



■学校運営協議会により、学校・教育委員会・地域住民（民生委員等）・関係機関が組織とし
て情報を共有。協力体制の中で適切なアプローチが可能になり、不登校の発生を抑えること
ができている。

★学校運営協議会内で情報を共有
→教育委員会との連携
＋ 学校と地域（民生委員・関係機関等）との連携・協働

★不登校対策チームの設置
→ 適切な初期対応が可能
→ 本人への適切なケア、家庭へのアプローチが可能に

ＣＳ導入前 ＣＳ導入後

Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度

小学校(人) 6 7 8 5 4 0

中学校(人) 30 26 25 23 22 18

合計(人) 36 33 33 28 26 18

平成28年9月末現在

【コミュニティ・スクール導入の効果】 生徒指導上の課題解決に向けた取組
～年度別不登校児童生徒（欠席累計日数30日以上）出現の状況（北海道登別市） ～

コミュニティ・スクールの導入を契機に、保護者・地域住民を含めたチームとして不登校対策に着手。学校運営協議会の組織を
生かした初期対応や小学校低学年時点からの組織的なアプローチ等により、新たな不登校の発生を抑えることができている。

（登別市）不登校児童・生徒数

学

校

報告・相談

教
育
委
員
会

学 校

教育委員会事務局

連携・協力
学校運営協議会
・民生委員など

これまで学校は、ケースに応じて教育委員会事務局に報
告・相談を行い、対策を講じてきた。

学校運営協議会から教育委員会への連
絡・報告が可能に

ＣＳ導入前 ＣＳ導入後不登校事案の
発生

・学級担任（学年）による対応
・生徒指導部による対応
・スクールカウンセラーへの相談
・スクールソーシャルワーカーへの相談

etc

・指導主事、カウンセラー等の派遣
・児童相談所への相談
・フリースクール等との連絡・調整 etc

地域住民・関係機関

守秘義務をもって必要
な情報を共有
（ 「合議体」なので、
組織として関係機関と
の連携が密になった）

子供や家庭への直接的アプ
ローチが可能に

（以前）連続7日欠席
→連続３日欠席の児童・生
徒を報告

多面的な対策が可能にな
り、教職員も積極的に動
けるようになった。

不登校事案の発生
不登校の予兆あり

→不登校対策チームの設置
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